
82 建設機械施工 Vol.74　No.9　September　2022

施工機械・設備のWeb点検管理システム
e-Tenken®

青　野　　　隆・伊　勢　卓　矢・是　永　明日香

建設機械・設備の点検不備に起因する重大事故を防ぐ為には，労働安全衛生法に定められた作業開始前
点検を確実に実施することが重要である。

作業開始前点検の確実な実施と確認を推進する目的で，従来は紙により行っていた点検をスマートデバ
イスによって実施，点検実施状況を確認することができる Web 点検管理システム「e-Tenken®（イーテン
ケン）」（以下，本システムという）を開発し，既に 100 を憩える現場に導入し活用されている。

点検を実施する作業員がスマートデバイスから入力した点検結果は関係者とリアルタイムに共有され
る。従来の点検手法より確実性を高めるため，管理者による点検結果の確認に加えて未点検使用時の警報
を点検者や管理者に発報する機能や，点検完了を担当元請職員が確認しないと稼働できない機能も有して
いる。

加えて持込機械等使用届などの関連書類のペーパーレス化を実現し，点検業務以外の業務効率化も図っ
ている。
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1．はじめに

従来，作業開始前点検は機械を運転する作業員が点
検結果を紙の点検表に記入し，月末には点検結果を記
入した点検表を職長や元請職員へ提出し，職長や元請
職員の確認の回覧後にファイリングして保管する管理
手法が長らく行われてきた。重大災害撲滅のために
は，確実な点検作業の実施と点検結果の確認が重要で
あるにもかかわらず，稼働中の重機を停止させてまで
職長や元請が点検表を確認するのは難しい面があり，
点検表の回収前に点検状況を元請職員が確認すること
が不十分であるケースもあった。

また，作業開始前点検作業は日々行われて記録は蓄
積されているが，点検時の整備内容や部品交換等の情
報を，機械管理のための分析や傾向把握のために利用
されることはなかった。

そこで，確実な点検の実施及び結果の確認によって
点検不備に起因する死亡災害等の重大災害の撲滅を図
ること，機械点検や整備内容を統計的に把握・分析し
て，機械管理レベルの向上による稼働率と生産性の向
上を目的に本システムを開発することとした。

2．開発概要

（1）開発の経緯
点検結果の入力を Web 化した既存製品を調査した

ところ，主流は建設現場とは異なり製造業等の固定設
備対象とした工場利用を想定した製品であった。建設
業特有の機械の頻繁な入替，かつ点検者は固定されな
い，短期間の使用や，同一の機械を複数の協力会社が
共用使用など想定条件に合致しておらず，使い勝手や
機能面から建設業界では普及しなかった。そこで，既
存製品に代え，建設業に特化した IoT 技術を利用し
た点検システムを新たに開発することとした。開発の
コンセプトは大きく分けて 3 つある。

第 1 は形骸化防止である。現地でスマートデバイス
を用いて予め機械に張り付けてある QR コード読取後
に点検を開始する仕組みとし，写真や動画による記録
保管機能により，確実に現地で点検を実施するように
促す。

第 2 は情報の共有化である。点検結果をクラウドへ
点検完了直後に保存し，情報の共有化を図ることがで
きる。職長や元請職員が現地に赴くことなく，PC や
スマートデバイスにより点検結果を確認できる。

第 3 は未点検時の警報機能である。点検結果をデジ
タル化し，未点検時の警報や運転開始時の元請職員に
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よる承認機能を採用することで，従来の紙点検表では
不可能であった点検漏れや未点検状態での機械や設備
の稼働を確実に防止することができる。

（2）開発環境の選定
システム開発をするにあたり，利用対象を当社社員

のみならず JV 構成会社社員や協力会社職員，作業員
と設定する必要があり，使用するスマートデバイスは
Android と iOS の両方に対応し，PC でも使用可能な
ど幅広い端末で利用できることを条件とした。

3．現場の課題と解決策

（1）重大災害の撲滅
本システムを活用し，従来の紙手法では難しかった

点検漏れ防止機能を開発して，点検が確実に実施され
ることとなった。

開発の要は，未点検の機械がある場合，メールで警
報自動通知を行う機能，現場が重要と位置付けた設備
や機械の点検完了を元請職員が確認しない限り稼働し
ない運転開始承認制の 2 種類である。以下に詳細を説
明する（図─ 1）。
（a）未点検時警報アラート通知の仕組み
未点検での機械運転防止を目的としており，①作業

開始時間になったにもかかわらず，使用予定の機械が
未点検の場合，②未点検のまま一定時間以上重機が稼
働している場合に職長，元請担当社員，機電安全責任
者（当社にて任命している機械安全の責任者）等へ
メール通知し点検を促すものである。

なお，未点検時警報アラート通知の対象となる機械
は作業計画指示書を必要とする機械をとしている。

（b）運転開始承認制の仕組み
運転開始承認制とは，現場が万が一の場合死亡災害

に直結する等，安全管理上重要と位置付けた設備や機
械を対象にした，未点検時警報アラート通知よりも更
にレベルの高い未点検防止策である。重要な設備や機
械の点検完了を元請職員が確認しない限り稼働できな
い仕組みであり，未点検状態での稼働を確実に防止で
きる。

機械等の点検が「機械の停止状態での点検」と「機
械を運転させながら行う動作をさせた状態での点検」
の 2 種類の点検があることに着目し，機械の停止状態
での点検完了を元請職員が確認しない限り稼働できな
い仕組みを構築した。

（2）ルーティンワークの業務効率化
スマートデバイスを活用し，従来の紙手法からの脱

却し，点検データをシステム化して管理することによ
り安全性向上のみならず，機械管理や点検に関する
ルーティンワークに着目し業務効率化が図れるシステ
ムを並行して開発している。
（a）作業開始前点検票
点検結果の入力を紙からシステム化することで，点

検表の回収や回覧を効率化することができる。図─ 2

に示す従来方法との業務削減の比較例では，元請職員
の業務が毎月 23H ／月かかっていたものが，3H ／月
となり，87％削減となっている。また元請職員以外に
協力会社職員も点検表の配布，回収，点検状況の確認
等の業務が削減される。
（b）持込機械等使用届・持込機械届受理証
従来，持込機械等使用届・受理証発行は Excel や手

書きでの作成・届出，発行がほとんどである。また，

図─ 1　重大災害撲滅対策システム構成図
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持込機械等使用届に記載してある事項をもとに持込機
械届受理証を作成するため，持込機械使用届と受理証
の発行で，全く同じデータを重複して入力・記入する
ことが多くあった。図─ 3 に示す従来方法との業務
削減の比較例では，元請職員の業務として毎月 
16H ／月かかっていたものが，4H ／月となり，75％削
減が可能となっている。元請職員以外にも協力会社職
員による書類の提出，承認後の受取，機械所有者によ
る特定自主検査記録の提出などの業務が削減される。

これらの提出書類の回覧時には「未提出なのか？」
「回覧中なのか？」「現在，誰に回覧中か？」「添付書
類は揃っているか？」「点検書類の差替えは完了して
いるか？」など多くの確認項目があり，担当者が繁忙
の場合，処理の遅延や残業を余儀なくされ，また回覧
中に紛失する事例も発生していた。また，関係者全員
が機械の状況をリアルタイムに把握することは困難
で，機械管理一覧表を別ファイルとして作成している
現場も多い。また，定期自主検査日の確認など現場規
模が大きくなればなるほど管理が煩雑になり，時間を
要し，確認ミスも発生するという課題があった。

4．システム導入の効果

（1）持込機械等使用届・持込機械届受理証
持込機械等使用届作成（図─ 4）から，元請への提

出，持込機械届受理証発行（図─ 5）までをシステム
上にて一括で行うことが出来る。自動作成される持込
機械届受理証はQRコードがついており，このQRコー
ドを読み取ると自動的に画面上に点検表が表示され，
点検を行うことが出来る。

月例点検等の定期点検は，レンタル会社やメーカ等
の現場外の会社へ依頼することが多く，点検期日の管
理が必要となっている。当システムでは次回点検予定
日を入力すると，カレンダー形式で点検日一覧が把握
できるため，点検依頼の確認が容易となる。また手配

図─ 2　作業開始前点検に関する業務削減例

図─ 3　持込機械等使用届に関する業務削減例

図─ 4　持込機械届
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忘れ防止策として，点検日が近づくと担当者へメール
にて自動通知される。

システム導入の効果として，すべてシステム上にて
データが共有され，元請と協力会社間の書類の提出等
の業務が削減されている。またレンタル会社が提出す
る書類についてもシステム上で提出することで，書類
提出や修正に要する時間が激減し，最新書類を常に共
有できる状態となっており，大幅な業務効率向上が達
成されたと考えている。

（2）作業開始前点検
作業開始前点検表は，あらかじめ用意された社内統

一点検表の項目以外にも，独自で点検項目を選定して
いることがあるため，従来の点検表と同様に現場にて
任意に点検項目を設定できる仕様とした。

点検者は重機に貼り付けた持込機械届受理証の QR
コードを読み取ると自動的に対象機械の点検項目が表
示される。QR コードを読み取り後に点検結果を入力
するため，必ず現地で点検結果を入力する必要があ
り，形骸化を回避できる。また，QR コードを読み取
ると，該当機械の過去の点検記録や図示された点検ポ
イントを確認できるようになっている（図─ 6）。

各点検項目に対し，「良好」「要修理」「修理済み」

と結果を入力するだけではなく，写真添付や部品交換
記録も入力できるため，重機の状態を関係者へ遅滞な
く，かつ周知漏れすることもなく情報共有が可能とな
る。

また，月末には 1 月分の点検結果がまとまった帳票
の出力（印刷・PDF 保存）が可能であり，従来通り
の回覧による運用にも対応している。

システム導入の効果として，必ず現地で点検を実施
し，必要に応じ点検記録として写真を残すなど点検の
形骸化を防ぐことができている。また点検漏れを防止
する機能により未点検状態での機械の稼働を防止する
ことができた。

（3）管理部門への書類提出業務
弊社では電気設備に関する月例点検表を現場から各

地域の管理部門（支店）に提出を行っている。管理部
門の担当者は提出された書類の確認や管理，未提出現
場への催促連絡に多くの手間と時間を要していた。そ
こで点検をシステム化したことを活用し，未提出現場
を自動でチェック後，未提出の場合は自動で催促メー
ルを送る機能を追加した。また管理部門にて別途作成
していた各現場の提出データをまとめた帳票も自動作
成することとした。

電気設備を対象に点検結果の提出，点検結果一覧表
を自動生成，月例点検及び受変電設備の日常巡視点検
結果，期日までに支店へ未提出の場合における催促
メールの自動通知を行うことで現場のみならず支店管
理者が行っていた業務を自動化することで大幅な業務
効率化を図ることができた。

5．おわりに

当システムのベースとなるプラットフォームは自由
度の高いクラウドサービスを用いており管理したい内

図─ 5　QRコ－ド付き受理証

図─ 6　点検結果画面
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容を簡単にシステム化し情報を共有化できることか
ら，作業開始前点検以外でも様々な利用方法を提案
し，業務効率化を図っている。クラウドサービスを用
いてシステム上で共有することで，現場だけではなく
管理部門を含めた様々な業務を効率よく行うことが出
来るため，メニューや機能の拡充を図り，更なる業務
効率化を促進し，元請職員や協力会社の業務効率化を
目指している。こちらについても機会があれば紹介し
ていきたい。

点検システムについては，将来的に帳票の電子化を
さらに発展させて，最新デジタル技術により収集・蓄
積した点検データ，整備データや機械の稼働データを
活用し，統計的な手法による分析を行い，安全性や生

産性を向上できる新たな管理手法を構築していきた
い。
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